
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和２年度一般会計補正予算（第３号） 

 令和２年度国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 令和２年度介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症対策の基本的な考え方 
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新型コロナウイルス感染症対策の基本的な考え方 
 

令和２年第２回三鷹市議会定例会への議案提出に当たって 

 

 

令和２年５月 25日に、東京都において緊急事態宣言が解除され、新型コロナ

ウイルス感染症対策は、大きな転換期を迎えています。振り返ってみると、令和

元年 12 月に中国湖北省武漢市で新型コロナウイルス感染症が確認されて以降、

感染が国際的に拡大し、この間、薄氷を踏む思いで、瀬戸際の対策を講じてきま

した。 

国内の感染者数が増加し始めたのは３月上旬ですが、市は、それに先立つ２月

21日に「三鷹市新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置しました。日々刻々

と状況が変化する中で、市議会をはじめとする関係者の皆様の声に耳を傾け、職

員と議論を交わす中で、小・中学校の一斉休校、公共施設の利用休止、市主催の

事業やイベントの中止や延期など、市民の皆様の生活に大きな影響が生じる方

針の決定をさせていただきました。この決断を後押ししたのは、爆発的な蔓延を

防ぎ、一日も早く日常生活と活気に満ちたまちを取り戻したいという切実な思

いです。 

一方、令和２年４月７日に、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊

急事態宣言が発出され、全国的にも一気に緊張感が高まりました。外出自粛や営

業自粛が要請され、他人との接触機会を極力低減するように求められる中、生活

や事業継続への不安が募り、緊急事態宣言が解除されて、なお「コロナ疲れ」と

いう声さえ聞かれるほど、日本中が閉塞感に包まれています。 

こうした状況への対応として国や東京都が様々な支援策を講じていますが、

市民の皆様に明日への希望を抱いていただくためには、基礎自治体としての三

鷹市が、暮らしに密着したきめ細かな施策を、思い切った財政出動によって積極

的に進めていくことが必要です。そのため、「新型コロナウイルス感染症 緊急

対応方針」の第１弾と第２弾をとりまとめ、マスクや消毒液等を調達し、必要と

する事業所等へ配付するほか、中小企業向けの融資あっせん制度の要件を緩和

するなど、予備費等を活用しながら、先行した取組を進めてきました。さらに、

国の補正予算に関連した「特別定額給付金」と「子育て世帯への臨時特別給付

金」、市の単独事業としての「子どものための給付金」と「小規模事業者経営支
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援給付金」のように、早急に対応すべき施策については、市議会のご理解をいた

だきながら、補正予算の専決処分を行い、スピード感を持って取組を進めてきま

した。 

その上で、対応方針でお示しした取組を着実に推進するため、本定例会におい

て、条例改正と補正予算を提案させていただくことといたしました。提案理由の

説明に先立ち、こうした取組の考え方を総括的に申し上げさせていただきます。 

 

第１は、「市民のセーフティーネット確保」に向けた取組です。 

市民の皆様の命と暮らしを守るのは、三鷹市の責務です。そのため、ＰＣＲセ

ンターを設置し、早期発見、早期治療に繋げていくための基盤を整備します。三

鷹市医師会と連携しながら、市民の皆様の不安の解消を図るとともに、二次感染

を防止しつつ、医療崩壊の危機を回避するため、周辺の安全対策に十分に意を用

いながら整備・運営を行います。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した世帯に対し、国

民健康保険の傷病手当金の支給、国民健康保険税や介護保険料の減免を行うほ

か、納税が困難な場合は市税の徴収猶予を行うなど、生活状況に配慮したきめ細

かな対応を図ります。 

 

第２は、「中小企業及び協働事業者の経営継続」に向けた取組です。 

収益が減少し、経営状況の悪化に直面している事業者支援の一環として、株式

会社まちづくり三鷹と連携し、市内飲食店の宅配事業を実施します。その際には、

収入が減少している学生等を配達員として雇用するなど、相乗効果のある取組

としていきます。 

また、三鷹市立アニメーション美術館（三鷹の森ジブリ美術館）の再開に向け

ては、入館者数を大幅に制限するなど十分な安全対策を講じながら、子どもを中

心とした三鷹市民に限定した「プレオープン」を通して、運営を支援します。 

 

第３は、「子どもたちの支援」に向けた取組です。 

三鷹市が感染症拡大防止の観点から登園や利用の自粛を要請したことに伴い、

保育料等が減収となっている保育施設があります。減収補填を行うことで継続

的な施設運営を支援します。 

 

第４は、「小・中学校の児童・生徒の学習支援」に向けた取組です。 
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休校が長期化した小・中学校については、６月１日から段階的に教育活動を再

開することとしました。感染防止対策などの安全面や子どもの心のケアにも十

分配慮しながら学びを保障し、学校教育の日常が一日も早く戻るよう取組を進

めていきます。それとともに、児童・生徒１人１台のタブレット端末等の配備な

どを通して、家庭学習も含め、個別最適化された学びを実現するための環境を整

備します。 

また、既に実施しているオンライン学習に関しては、通信環境が整っていない

家庭もあることから、当面、端末等を貸与し学習環境を確保します。 

 

第５は、「高齢者・障がい者の支援」に向けた取組です。 

在宅生活を余儀なくされている高齢者の皆様へは、ストレスを少しでも軽減

していただけるよう、市内飲食店の宅配・テイクアウト等の利用助成を行います。 

また、介護や障がい福祉の通所・訪問サービスでは、「利用控え」によって事

業者の経営状況が悪化していることから、早急に運営の支援を実施します。さら

に、従事職員お一人おひとりに、感謝の意を込めて商品券を贈呈するなど、高齢

者・障がい者の暮らしを支えるサービス環境の維持に向けた支援を行います。 

 

第６は、「市民の感染症予防」に向けた取組です。 

安全に行政サービスを提供するための一環として、５月から、電話対応での

「ゆりかご面接」を再開していますが、あわせて、妊娠中の皆様の衛生資材の購

入やタクシーでの移動を支援するため、子育て応援ギフト券を拡充します。 

また、家庭系ごみ指定収集袋の減免申請及び交付を郵送で行うなど、手続きの

郵送化により、窓口来庁による感染リスクの軽減を図ります。 

 

第７は、「市民サービスを継続するための環境整備」に向けた取組です。 

庁内における感染症拡大のリスクを軽減するため、在宅でも職場と同様のシ

ステムで執務可能なテレワーク環境を整備し、災害時等における事業継続や柔

軟な働き方に対応した活用を図るほか、オンライン会議が可能なタブレット端

末を配備します。 

 

以上のような取組を進める一方で、市制施行 70周年事業を令和３年度に延期

するなど、年内に実施を予定していたイベントを原則として自粛するとともに、

市議会からお申出をいただいた諸経費の削減や、自治体クラウドの契約差金な
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どを合わせ、新型コロナウイルス感染症対策の財源に振り替えます。また、市の

独自施策に当たって、新たに創設された国や東京都の交付金を有効に活用する

ほか、財政調整基金に積立てを行うなど、今後想定される厳しい財政運営への備

えについてもしっかりと対応することとします。 

 

新型コロナウイルスに関する取組の考え方は以上のとおりですが、対策はこ

れが全てであるとは思っていません。緊急事態宣言が解除され、市内の公共施設

についても、施設ごとに適切な対策を講じながら、利用の再開に向けた取組を段

階的に進めていきます。また、第２波、第３波に見まわれる可能性も否定できま

せん。これからが、正念場と認識しています。三鷹市としても、状況の変化を的

確に見極めながら、緊急対応方針の第３弾、第４弾と、適宜、的確な対応を図っ

ていく必要があると考えています。 

市民の皆様、市議会議員の皆様、そして職員の皆さんとともに、新型コロナウ

イルスという見えない敵との闘いを乗り越え、「明日のまち三鷹」を切り拓いて

いきたいと考えています。 
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補 正 予 算 概 要 



　１　一般会計（第３号）

(歳　入)

当初予算額
補正額
(第１号)

補正額
(第２号)

補正額
(第３号)

補正後予算額

15 国 庫 支 出 金 12,085,867 19,305,073 0 318,184 31,709,124 

16 都 支 出 金 9,976,233 0 342,256 120,004 10,438,493 

19 繰 入 金 1,243,523 0 284,703 0 1,528,226 

21 諸 収 入 766,301 0 0 △9,097 757,204 

72,184,476 19,305,073 626,959 429,091 92,545,599 

　２　国民健康保険事業特別会計（第１号）

(歳　入)

当初予算額 補　正　額 補正後予算額

1 国民健康保険税 3,800,064 △85,000 3,715,064 

3 国 庫 支 出 金 1 51,000 51,001 

4 都 支 出 金 11,582,071 42,000 11,624,071 

18,020,914 8,000 18,028,914 

　３　介護保険事業特別会計（第１号）

(歳　入)     (単位:千円)　

当初予算額 補　正　額 補正後予算額

1 保 険 料 2,777,502 △31,000 2,746,502 

2 国 庫 支 出 金 3,013,086 31,000 3,044,086 

13,793,024 0 13,793,024 歳 入 合 計

款

Ⅰ　令和２年度　補正予算総括表

歳 入 合 計

款

款

歳 入 合 計
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(歳　出)     (単位:千円)　

当初予算額
補正額
(第１号)

補正額
(第２号)

補正額
(第３号)

補正後予算額

1 議 会 費 508,627 0 0 △11,134 497,493 

2 総 務 費 9,166,578 19,103,986 0 △181,789 28,088,775 

3 民 生 費 37,015,397 201,087 284,703 151,332 37,652,519 

4 衛 生 費 4,291,634 0 0 68,656 4,360,290 

5 労 働 費 66,619 0 0 △4,747 61,872 

7 商 工 費 479,011 0 342,256 124,662 945,929 

8 土 木 費 6,151,166 0 0 △4,883 6,146,283 

10 教 育 費 8,301,536 0 0 186,994 8,488,530 

12 予 備 費 100,000 0 0 100,000 200,000 

72,184,476 19,305,073 626,959 429,091 92,545,599 

(歳　出)     (単位:千円)　

当初予算額 補　正　額 補正後予算額

2 保 険 給 付 費 11,466,846 8,000 11,474,846 

18,020,914 8,000 18,028,914 

歳 出 合 計

款

款

歳 出 合 計
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　（６月補正 一般会計３号補正後）

一般会計

元年度末

現 在 高

3,305,578 当初 2,806 当初
 財政調整基金 [3号] 224,942 

3,283,759 当初 2,071 当初 315,310 
 まちづくり施設整備基金

1,465,945 当初 441 当初
 健康福祉基金

283,690 当初 29 当初
 平和基金

69,778 当初 31 当初 30,345 
 環境基金

2,453,363 当初 737 当初
 庁舎等建設基金

1,527,686 当初 459 当初
 子ども・子育て基金

12,389,799 当初 6,574 当初 345,655 
 合　　  　計

[3号] 224,942 

介護保険事業特別会計
687,210 当初 86 当初 24,991 

 介護保険保険給付費準備基金

Ⅱ　令和２年度　基金運用計画

区　　　分
当年度利子相当額 当年度元金

積立予算額 積立予算額
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   (単位　千円)

当初 521,294 当初 2,787,090 
[3号] 3,012,032 

当初 当初 3,601,140 

当初 272,000 当初 1,194,386 下記事業に充当予定
　介護人財確保事業、旧どんぐり山施設利活用、
　産後ケア事業等

当初 9,610 当初 274,109 
非核・平和事業に充当予定

当初 36,618 当初 63,536 下記事業に充当予定
　集団回収助成事業、先導的環境活動支援事業等

当初 当初 2,454,100 

当初 404,000 当初 1,124,145 下記事業に充当予定
[2号] 284,703 [2号] 839,442 　保育士等キャリアアップ事業、認可外保育施設

　等利用助成事業、小中学生学力・学習調査等

当初 1,243,522 当初 11,498,506 
[2号] 284,703 [2号] 11,213,803 

[3号] 11,438,745 

当初 327,343 当初 384,944 
保険給付事業等に充当予定

当年度繰入 当年度末
備　　 　考

予  算  額 残高見込
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　　　※事業名の右に記載の金額は補正予算額です。

　　　※事業名の下段<　>内は、予算書における事項名です。

■ 市民のセーフティネット確保に向けて

1 住居確保給付金の要件緩和と相談体制の拡充 《拡充》 30,441千円

<生活困窮者自立相談支援事業費、生活困窮者住居確保給付金支給事業費>

　休業等に伴う収入減少により住居を失うおそれが生じている方のために住居確

保給付金の支給要件を緩和するとともに、「生活・就労支援窓口」の支援員を増

員して生活困窮や就労支援に係るきめ細かな相談を実施します。

〔事業概要〕

　住居確保給付金の支給要件緩和

　・離職・廃業後２年以内の世帯生計維持者に加えて、新型コロナウイルス感染

　　症の影響による休業等で収入を得る機会が減少し、離職等と同程度の状況に

　　ある者も対象とする（令和２年４月20日から実施）。

　・ハローワークへの求職申込を不要とするなど求職活動の要件を緩和する（令

　　和２年４月30日から実施）。

　相談体制　　支援員を令和２年７月から６人（＋１人）に拡充

【財源内訳】

22,830千円 7,611千円

2 ＰＣＲセンターの設置と運営 33,775千円

<新型コロナウイルスＰＣＲセンター関係費>

　新型コロナウイルスの早期発見と早期治療に繋げていくための基盤となるＰＣ

Ｒセンターを設置します。かかりつけ医を通じた早期検査により、二次感染を防

止するとともに、医療崩壊の危機を回避し、効果的な治療に繋げていきます。な

お、ドライブスルー方式で検査を行うなど、周辺の安全対策を講じながら、運営

を行います（設置場所は非公表）。

Ⅲ　補正予算に計上した主な事業

国 庫 支 出 金 一 般 財 源

民生費

衛生費
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3 国民健康保険での傷病手当金の支給 《拡充》 8,000千円

<傷病手当金>

　国民健康保険の被保険者が、新型コロナウイルス感染症の影響により療養のた

め働くことができなかった場合に、その減収分の一部を傷病手当金として支給し

ます。

〔事業概要〕

　対 象 者　給与等の支払を受けている被保険者で、新型コロナウイルス感染症

　　　　　　に感染した場合又は発熱等の症状があり感染が疑われる場合に、療

　　　　　　養のため働くことができない者　

　支給期間　働くことができなくなった日から３日を経過した日から、働くこと

　　　　　　ができない期間のうち就労を予定していた日数

　支 給 額　直近の３月間の給与収入の合計額を就労日数で除した金額

×2/3×日数

　適用期間　令和２年１月１日から令和２年９月30日まで

【財源内訳】

8,000千円

4 国民健康保険税の減免 《新規》 △85,000千円

<歳入：国民健康保険税>

　新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した世帯の国民健康保険税

について、国の基準に基づき減免措置を行います。

〔事業概要〕

　対象世帯　　①主たる生計維持者が死亡し、又は重篤な傷病を負った世帯

　　　　　　　②主たる生計維持者の事業収入等の減少が見込まれ、次のア～ウ

　　　　　　　　の全てに該当する世帯

　　　　　　　　ア　減少額が前年の当該事業収入等の10分の３以上であること。

　　　　　　　　イ　前年の合計所得金額が1,000万円以下であること。

　　　　　　　　ウ　減少が見込まれる事業収入等に係る所得以外の前年所得が

　　　　　　　　　400万円以下であること。

　減 免 額　　①全部

　　　　　　　②前年の合計所得金額に応じて20～100％を減免

　対象保険税　令和２年２月１日から令和３年３月31日までの納期限のもの

【財源内訳】

51,000千円 34,000千円

都 支 出 金

国 庫 支 出 金 都 支 出 金

国民健康保険事業特別会計

-11-



5 介護保険料の減免 《拡充》 △31,000千円

<歳入：保険料>

　新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した世帯の第一号被保険者

に対する介護保険料について、国の基準に基づき減免措置を行います。

〔事業概要〕

　対 象 者　　①属する世帯の主たる生計維持者が死亡し、又は重篤な傷病を負

　　　　　　　　った第一号被保険者

　　　　　　　②主たる生計維持者の事業収入等の減少が見込まれ、次のア、イ

　　　　　　　　の両方に該当する第一号被保険者

　　　　　　　　ア　減少額が前年の当該事業収入等の10分の３以上であること。

　　　　　　　　イ　減少が見込まれる事業収入等に係る所得以外の前年所得が

　　　　　　　　　400万円以下であること。

　減 免 額　　①全部

　　　　　　　②前年の合計所得金額に応じて80～100％を減免

　対象保険料　令和２年２月１日から令和３年３月31日までの納期限のもの

【財源内訳】

31,000千円国 庫 支 出 金

介護保険事業特別会計
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■ 中小企業及び協働事業者の経営継続に向けて

1 三鷹市立アニメーション美術館の運営支援 7,348千円

<アニメーション美術館管理等関係費>

　休館している三鷹市立アニメーション美術館（三鷹の森ジブリ美術館）の本格

的な再開に向けた支援として、入館者数を大幅に制限し感染対策を講じるなど安

全面に配慮しつつ、子どもを中心とした三鷹市民限定の「プレオープン」を開催

します。

2 三鷹商工会との協働による経営相談の拡充 3,240千円

<商工会助成事業費、経営・産業技術アドバイザー等関係費>

　売上減少等の影響を受けている市内の中小企業等に対し、三鷹商工会との協働

による経営継続に向けた相談や情報提供体制を拡充します。

〔事業概要〕

　(1) 経営相談窓口の設置

　　　対　応　　三鷹商工会にて電話や対面相談が可能な経営相談窓口を設置

　　　内　容　　中小企業診断士による経営全般の相談等

　　　期　間　　令和２年３月23日～令和２年６月30日

　　　事業費　　2,390千円

　(2) 経営アドバイザー派遣制度の拡充

　　　対　応　　５月より東京都社会保険労務士会と連携して、社会保険労務士

　　　　　　　　の相談体制を強化

　　　内　容　　雇用に関する相談や雇用調整助成金など各種申請書類の作成等

　　　　　　　　の助言

　　　事業費　　850千円

総務費

商工費
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3 不況対策緊急資金等の要件緩和による融資のあっせん制度の拡充 92,824千円

<商工事務関係費、中小企業者支援事業費>

　一時的に経営状況が悪化している事業者に対して、不況対策緊急資金融資あっ

せん制度の利用要件を緩和し、資金繰り支援を強化します。

〔事業概要〕

　(1) 制度の拡充内容（令和２年４月１日から実施）

　(2) 事業費の内訳

　　　・信用保証料補助金及び利子補給金

　　　　　不況対策緊急資金融資　　　　48,367千円

　　　　　特定不況対策緊急資金融資　　44,252千円

　　　・郵便料　　　　　　　　　　　　　 205千円

【財源内訳】

77,700千円 15,124千円国 庫 支 出 金 一 般 財 源

現行 拡充後

貸付限度額 800万円 1,600万円

利率

信用保証料

返済期間

減少割合 10％以上 減少のみ（割合は問わない）

売上減少の
比較期間

本人負担 0.35％（利率 1.975％、市による利率補給 1.625％）

100％補助

６年（据置12か月）

最近３か月又は
１年間の売上額実績
　 　　　　　と過去同期の比較

最近１か月の実績額又は
最近１か月及び今後２か月を含
む３か月の実績見込

　　　　 　　と過去同期の比較
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4 宅配の導入など飲食店の業態転換支援 37,768千円

<商工会助成事業費、飲食事業者支援事業費>

　株式会社まちづくり三鷹と連携した宅配事業を実施するとともに、業態転換の

導入・拡充を行った飲食店事業者向けの補助制度を創設することで、売上が減少

している飲食店事業者を支援します。

〔事業概要〕

　(1) 宅配事業の実施

　　　飲食店の弁当等の宅配を代行する事業を実施します。

　　　概　要　　株式会社まちづくり三鷹がプラットフォーム的な役割を担い、

　　　　　　　　収入等が減少している学生等を配達員として雇用します。　　　　　　　　

　　　期　間　　令和２年６月～令和２年12月

　　　事業費　　34,480千円

　　　〔関連事業費〕

　　　　民生費　　保護者が入院・隔離になった際の子ども支援

　　　　　　　　　168千円（17ページ参照）

　　　　民生費　　在宅高齢者への食事サービス

　　　　　　　　　44,103千円（20ページ参照）

　(2) 飲食店の業態転換支援への助成

　　　東京都の補助制度は、宅配・テイクアウト等の新規導入に係る経費のみ対

　　象となっており、市の独自助成として、既存店舗の拡充に係る費用について

　　も補助対象とします（東京都の補助制度との重複は不可）。

　　　対象経費　　販売促進費、車両費、器具購入費等

　　　補助金額　　１事業者当たり　３万円

　　　対象期間　　令和２年４月～令和３年３月に要した経費

　　　申請期間　　令和２年７月～令和２年９月（予定）

　　　事 業 費　　3,038千円

　(3) 三鷹弁当マップ掲載店舗の広報

　　　内　容　三鷹商工会がPOP広告とステッカーを作成し、三鷹弁当マップ掲

　　　　　　　載店舗に配布します。

　　　事業費　250千円

【財源内訳】

29,000千円 8,768千円国 庫 支 出 金 一 般 財 源
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5 利用者減によるコミュニティバス運行への支援 4,394千円

<コミュニティバス関係費>

　外出自粛要請等に伴い利用者が大幅に減少しており、今後も利用者減による運

行収入の減少が見込まれることから、事業継続を支援するため、運行補助金を増

額します。また、利用実態に即して、令和２年５月18日から早朝（午前７時３分

まで）及び夜間（午後７時30分以降）の減便を実施しています。

【財源内訳】

3,671千円 723千円都 支 出 金 一 般 財 源

土木費
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■ 子どもたちの支援に向けて

1 保護者が入院・隔離になった際の子ども支援 《新規》 168千円

<弁当宅配サービス利用助成事業費>

　保護者が新型コロナウイルス感染症により入院・隔離となった際に、保健所や

学校等と連携しながら子どもの在宅生活を支援するとともに、新たに実施する宅

配事業を活用して食事提供を行います。

2 登園自粛要請に伴う保育施設等への運営支援 《拡充》 64,316千円

<一時預かり事業費、地域型保育給付関係費、認証保育所等運営事業費>

　地域型保育施設、認証保育所及び一時預かり施設について、市が利用者に対し

登園及び利用の自粛を要請したことに伴い、保育料等が減収となっていることか

ら、運営費を補填するための助成を行います。

〔事業概要〕

【財源内訳】

58,265千円 6,051千円都 支 出 金 一 般 財 源

民生費

地域型保育施設 認証保育所 一時預かり施設

助成金額
保育料の
減収相当額

保育料の
減収相当額

国補助基準額の
1/2額

予算額 4,970千円 55,035千円 4,311千円

財　源 市単独 都1/2、市1/2 市単独
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■ 小・中学校の児童・生徒の学習支援等に向けて

1 学校給食食材納入業者の支援 3,872千円

<学校給食関係費>

  令和２年３月２日から春休みまでの臨時休業期間中に、学校給食食材のキャン

セルにより生じた食材の処分費について、公費負担で納入業者に支援を行います。

【財源内訳】

2,903千円 969千円

2 オンライン学習の環境整備 45,960千円

<オンライン学習環境整備支援事業費>

　休校等期間中における家庭でのオンライン学習のため、学習支援クラウドサー

ビスを全児童・生徒が利用できる環境を整備するとともに、家庭での通信環境が

整っていない場合など、状況に応じて学校に配備しているタブレット端末やモバ

イルルーターの貸与を行います。なお、事業の実施に当たっては、東京都の「オ

ンライン学習環境整備支援事業補助金」「家庭学習通信環境整備支援事業補助金」

を活用します。

【財源内訳】

45,960千円

3 児童・生徒１人１台タブレット端末の整備 236,689千円

<学習用端末等整備事業費、就学援助・奨励関係費（小学校費・中学校費）>

  新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、教育課程に遅れが生じること

が懸念されており、家庭で学ぶことができる環境を確保するとともに、個別最適

化された学びを実現するため、市立小・中学校のＩＣＴ環境として、児童・生徒

１人１台のタブレット端末等を整備します。また、良好な通信環境を確保するた

め、全小・中学校における無線ＬＡＮのアクセスポイントの増設工事等を行いま

す。

〔事業概要〕

  ・リース方式による回線付き端末の導入（令和３年１月～）　　56,580千円

　　※国庫補助金はリース事業者へ直接交付されるため、市は国庫補助金相当額を

　　　控除した額を支払います。また、端末の破損や紛失等に対しての補償に係る

　　　経費は、生活保護世帯、準要保護世帯を除き、保護者負担とします。

　・全小・中学校における無線ＬＡＮ環境等の増強整備　　　　 180,109千円

諸 収 入 一 般 財 源

都 支 出 金

教育費
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〔債務負担行為の設定〕

　・学習用端末等使用料　　55,535千円

　　(令和３～７年度　<債務負担分>1,055,153千円　全体事業費1,110,688千円)

【財源内訳】

136,654千円 9,005千円

91,030千円

国 庫 支 出 金 都 支 出 金

一 般 財 源
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■ 高齢者・障がい者の支援に向けて

1 通所・訪問サービス事業者への運営支援 《新規》 26,034千円

<障がい福祉サービス等事業者運営支援事業費、介護サービス事業者運営支援事業費>

　介護及び障がい福祉の通所・訪問サービスについて、感染症予防のための「利

用控え」などにより利用者が減少し、経営状況が悪化していることから、事業者

への運営支援を行います。

〔事業概要〕

　対 象 者　　通所・訪問サービスを提供している市内事業者（130事業者）

　助成内容　　１事業者（法人）200千円

【財源内訳】

21,800千円 4,234千円

2 介護及び障がい福祉サービス従事職員への応援 《新規》 24,605千円

<障がい福祉サービス等事業所職員応援事業費、介護サービス事業所職員応援事業費>

　感染リスクのある厳しい状況下において、市民の暮らしを守るため介護及び障

がい福祉サービスに従事している事業所職員に対し、感謝の意を込めて全国共通

の商品券を贈呈します。また、あわせて事業所にマスクを配付します。

〔事業概要〕

　対 象 者　　サービスに従事している職員（319事業所 4,700人）

　応援内容　　全国共通の商品券（１人５千円分）

3 在宅高齢者への食事サービス 44,103千円

<敬老のつどい事業費、食事サービス利用助成事業費>

　77歳以上の市民を招待する「敬老のつどい」を中止することから、招待予定者

への中止案内に、宅配やテイクアウト可能な飲食店等を掲載した「三鷹弁当マッ

プ」とともに、その登録店舗で利用できるお食事クーポン券を同封し、在宅生活

を余儀なくされている高齢者に食事を楽しむ機会を提供します。株式会社まちづ

くり三鷹と連携した宅配サービスを提供することで、生活支援に加えて、消費喚

起による飲食店の経営支援にもつなげていきます。

〔事業概要〕

　対 象 者　　77歳以上の市民

　助成内容　　「三鷹弁当マップ」登録店舗で利用できる食事券（１人３千円分）

【財源内訳】

30,200千円 13,903千円

国 庫 支 出 金 一 般 財 源

国 庫 支 出 金 一 般 財 源

民生費
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■ 市民の感染症予防に向けて

1 東京都知事選挙における感染症予防対策 10,519千円

<東京都知事選挙執行費>

　７月５日に投開票が行われる東京都知事選挙において、投票所へのアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

消毒液の設置やマスクの着用、飛沫防止用フィルムの設置などの投票所内におけ

る感染症対策のほか、場外においても選挙人の間隔を空けるための入場整理・誘

導員を配置します。また、あわせて感染症予防対策についての幅広い周知を行い、

安全を確保したうえで適切な選挙執行に取り組みます。

【財源内訳】

10,519千円

2 電話での「ゆりかご面接」の再開と子育て応援ギフト券の拡充 28,500千円

<出産・子育て応援事業費>

　緊急事態宣言を受けて休止していた対面での「ゆりかご面接」について、５月

から電話対応も可能として再開し、妊婦の不安を軽減するとともに心身や家庭等

の状況を把握し、その後の適切な支援に繋げていきます。

　また、東京都の補助制度を活用し、従来の子育て応援ギフト券に「新型コロナ

ウイルス感染予防対策支援パッケージ」を加えて配布し、感染予防を支援します。

〔事業概要〕

　「新型コロナウイルス感染予防対策支援パッケージ」の配布

　　対象　　ゆりかご面接を受けた妊婦（既に面接を受けた妊婦の方で、アンケ

　　　　　　ートにて状況把握できた場合も対象）

　　金額　　１万円（子ども商品券）　　　

　　用途　　衛生資材の購入や妊婦健診時のタクシー移動等に利用可能

【財源内訳】

27,300千円 1,200千円

3 家庭系ごみ指定収集袋減免申請等の郵送対応 7,587千円

<家庭系ごみ減量・資源化関係費>

　令和２年度に限り、家庭系ごみ指定収集袋の減免申請及び交付を郵送で行い、

窓口来庁による感染リスクを軽減します。９月中旬頃に該当世帯へ申請書を送付

し、返送された申請書を受理後に、順次、家庭系ごみ指定収集袋を郵送します。

一 般 財 源

都 支 出 金

都 支 出 金

総務費

衛生費

-21-



■ 市民サービスを継続するための環境整備に向けて

1 デジタル技術を活用した事業継続のための環境整備 6,627千円

<情報系システム関係費>

　在宅でも職場と同様のシステムで執務可能なテレワーク環境を整備します。令

和２年４月20日からテレワーク端末10台の運用を実施しており、さらに40台を増

設し、登庁することが困難な場合にも事業継続を確保するとともに柔軟な働き方

の実現に向けて活用を図ります。

　また、対面による感染リスクを軽減するため、関係団体や他の市町村等との会

議などをオンライン上で実施可能なタブレット端末15台を整備します。

〔事業費の内訳〕

　テレワーク端末等の整備　　5,746千円

　Ｗｅｂ会議用端末等の整備　　881千円

総務費
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■ 新型コロナウイルス感染症の影響及び契約差金に伴う減額

【議会費】

1 議員・職員人件費その他（管外旅費） △3,680千円

2 議員研修関係費 △450千円

3 交際費 △200千円

4 政務活動費 △6,804千円

【総務費】

1 職員人件費その他（管外旅費等） △1,098千円

2 職員研修費 △300千円

3 職員貸与被服費 △5,600千円

4 交際費 △300千円

5 憲法施行記念行事費（講師謝礼等） △1,056千円

6 企画調査関係費（地上機器ラッピング広告料） △1,512千円

7 働き方改革応援事業費 △1,426千円

8 三鷹ネットワーク大学運営費 △1,300千円

9 三鷹の森科学文化祭関係費 △1,300千円

10 市制施行70周年記念事業関係費 △33,860千円

11 多摩・島しょ広域連携活動事業費 △12,000千円

【財源内訳】

△10,800千円 △1,200千円

12 参加と協働推進事業費 △4,925千円

13 三鷹中央防災公園・元気創造プラザ管理運営費 △5,000千円

14 情報系システム関係費（システムサービス利用料等） △4,180千円

15 住民情報システム共同利用推進事業費（契約差金） △357,368千円

【民生費】

1 在宅医療・介護連携推進事業費 △847千円

【財源内訳】

△423千円 △424千円

2 定期利用保育事業費 △37,488千円

【財源内訳】

△18,744千円 △18,744千円

諸 収 入 一 般 財 源

都 支 出 金 一 般 財 源

都 支 出 金 一 般 財 源

その他補正予算で減額した事業費
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【衛生費】

1 環境学習事業費 △1,206千円

【労働費】

1 女性のための就労支援事業費 △4,747千円

【財源内訳】

△4,747千円

【商工費】

1 商工会助成事業費 △6,779千円

2 商店街助成事業費（市制施行70周年記念イルミネーション事業補助金） △1,891千円

3 三鷹の森アニメフェスタ等関係費 △500千円

【土木費】

1 都市計画事業運営費（用途地域等見直し業務委託料） △5,152千円

2 花と緑のまち三鷹創造協会関係費 △2,125千円

3 都市公園整備事業費（かいぼり支援業務委託料） △2,000千円

【教育費】

1 職員貸与被服費 △1,261千円

2 コミュニティ・スクール関係費 △1,231千円

3 オリンピック・パラリンピック文化事業費 △1,162千円

4 ジュニアリーダー育成交流事業費 △3,838千円

【財源内訳】

△400千円 △3,438千円

5 姉妹市町元気創造交流事業費 △1,383千円

6 東京2020オリンピック・パラリンピック等推進事業費 △90,652千円

【財源内訳】

△10,802千円 △800千円

△79,050千円

都 支 出 金

一 般 財 源

都 支 出 金 諸 収 入

一 般 財 源

諸 収 入
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■ 新型コロナウイルス感染症の地方負担に係る国及び東京都の交付金

1 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 《拡充》 205,300千円

　新型コロナウイルス感染拡大を防止するとともに、感染拡大の影響を受けてい

る地域経済や住民生活を支援し地方創生を図るため、緊急経済対策の全ての事項

についての対応として、市町村が地域の実情に応じてきめ細かに必要な事業を実

施できるように創設されました。新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた中

小企業、介護・障がい福祉サービス事業所、市内飲食店への支援、１人１台の学

習用端末の整備の財源として活用します。

〔充当事業等〕

　実施計画に掲載した事業の地方負担額が交付対象となります。

2 市町村新型コロナウイルス感染症緊急対策特別交付金 34,419千円

　新型コロナウイルス感染症対策に伴い生じる市町村の財政需要の増加をはじめ

とする様々な影響に対して、幅広く財政支援を行うために創設されました。市町

村が実施する取組の一般財源の不足を補完するものとして、国の交付金の対象と

ならない協働事業者への支援の財源とします。 376,675千円の交付決定があり、

２号補正予算で財源とした342,256千円を控除した34,419千円を補正予算の財源

として活用します。

〔充当事業等〕

国庫支出金

都支出金

地方負担額 充当額

中小企業支援事業費（信用保証料補助金等） 92,619 77,700

飲食事業者支援事業費 37,480 29,000

学習用端末等整備事業 55,535 46,600

介護・障がい福祉サービス事業者運営支援事業費 26,000 21,800

食事利用サービス助成事業費 36,000 30,200

計 247,634 205,300

※事務費等を除く

地方負担額 充当額

コミュニティバス関係費 4,394 3,671

一時預かり事業費 4,311 3,602

地域型保育給付関係費 4,970 4,153

認証保育所等運営事業費 27,518 22,993

計 41,193 34,419
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【全体の財源調整】

　　専決した一般会計補正予算（第２号）及び一般会計補正予算（第３号）、予

　備費により対応した事業をあわせた一般財源負担を踏まえ、新型コロナウイル

　ス感染症対応地方創生臨時交付金と市町村新型コロナウイルス感染症緊急対策

　特別交付金の充当について整理し、今後、必要に応じて補正予算により財源の

　振替え等を行います。

-26-



参 考 資 料 



Ⅰ　補正予算総括表

１ 一般会計（第３号）

　　（歳入歳出予算補正）　　補正前予算額 92,116,508千円

　　補 　正 　額    429,091千円

　　補正後予算額 92,545,599千円

（１）市民のセーフティーネット確保に向けて

(歳入歳出予算補正)

歳入補正額 　　　　　事　　　　業　　　　名

<関連歳入 22,830>

15 国庫支出金 22,830 生活困窮者自立相談支援事業費等負担金の増 22,830 

22,830 

（２）中小企業及び協働事業者の経営継続に向けて

(歳入歳出予算補正)

歳入補正額 　　　　　事　　　　業　　　　名款（歳入）

款（歳入）

小 計
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(単位:千円)

歳出補正額 　　　　事　　　　業　　　　名

<住居確保給付金の要件緩和と相談体制の拡充 30,441>

3 民生費 30,441 生活困窮者自立相談支援事業費の増 4,765 

生活困窮者住居確保給付金支給事業費の増 25,676 

<ＰＣＲセンターの設置と運営 33,775>

4 衛生費 33,775 新型コロナウイルスＰＣＲセンター関係費 33,775 

64,216 

(単位:千円)

歳出補正額 　　　　事　　　　業　　　　名

<三鷹市立アニメーション美術館の運営支援 7,348>

2 総務費 7,348 アニメーション美術館管理等関係費の増 7,348 

<三鷹商工会との協働による経営相談の拡充 3,240>

7 商工費 3,240 商工会助成事業費の増 2,390 

経営・産業技術アドバイザー等関係費の増 850 

<不況対策緊急資金等の要件緩和による融資のあっせん制度の拡充

92,824>

7 商工費 92,824 商工事務関係費の増 205 

中小企業者支援事業費の増 92,619 

款（歳出）

款（歳出）

小 計
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(歳入歳出予算補正)

歳入補正額 　　　　　事　　　　業　　　　名

0 

（３）子どもたちの支援に向けて

(歳入歳出予算補正)

歳入補正額 　　　　　事　　　　業　　　　名

<関連歳入 27,517>

16 都支出金 27,517 認証保育所臨時休園等に対する支援事業補助金 27,517 

27,517 

款（歳入）

小 計

款（歳入）

小 計
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(単位:千円)

歳出補正額 　　　　事　　　　業　　　　名

<宅配の導入など飲食店の業態転換支援 3,288>

7 商工費 3,288 商工会助成事業費の増 250 

飲食事業者支援事業費 3,038 

<学生アルバイト等を活用した宅配事業による飲食店の支援

34,480>

7 商工費 34,480 飲食事業者支援事業費 34,480 

<利用者減によるコミュニティバス運行への支援 4,394>

8 土木費 4,394 コミュニティバス関係費の増 4,394 

145,574 

(単位:千円)

歳出補正額 　　　　事　　　　業　　　　名

<保護者が入院・隔離になった際の子ども支援 168>

3 民生費 168 弁当宅配サービス利用助成事業費 168 

<登園自粛要請に伴う保育施設等への運営支援 64,316>

3 民生費 64,316 一時預かり事業費の増 4,311 

地域型保育給付関係費の増 4,970 

認証保育所等運営事業費の増 55,035 

64,484 

款（歳出）

小 計

款（歳出）

小 計
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（４）小・中学校の児童・生徒の学習支援等に向けて

(歳入歳出予算補正)

歳入補正額 　　　　　事　　　　業　　　　名

<関連歳入 2,903>

21 諸収入 2,903 学校臨時休業対策費補助金収入 2,903 

<関連歳入 45,960>

16 都支出金 45,960 家庭学習通信環境整備支援事業補助金 30,472 

オンライン学習環境整備支援事業補助金 15,488 

<関連歳入 99,059>

15 国庫支出金 90,054 公立学校情報通信ネットワーク環境施設整備費補助金 90,054 

16 都支出金 9,005 公立学校情報通信ネットワーク環境施設整備支援事業 9,005 

補助金

147,922 

（５）高齢者・障がい者の支援に向けて

(歳入歳出予算補正)

歳入補正額 　　　　　事　　　　業　　　　名

0 

款（歳入）

小 計

款（歳入）

小 計
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(単位:千円)

歳出補正額 　　　　事　　　　業　　　　名

<学校給食食材納入業者の支援 3,872>

10 教育費 3,872 学校給食関係費の増 3,872 

<オンライン学習の環境整備 45,960>

10 教育費 45,960 オンライン学習環境整備支援事業費 45,960 

<児童・生徒１人１台タブレット端末の整備 236,689>

10 教育費 236,689 学習用端末等整備事業費 235,644 

就学援助・奨励関係費の増 1,045 

286,521 

(単位:千円)

歳出補正額 　　　　事　　　　業　　　　名

<通所・訪問サービス事業者への運営支援 26,034>

3 民生費 26,034 障がい福祉サービス等事業者運営支援事業費 11,415 

介護サービス事業者運営支援事業費 14,619 

<介護及び障がい福祉サービス従事職員への応援 24,605>

3 民生費 24,605 障がい福祉サービス等事業所職員応援事業費 6,347 

介護サービス事業所職員応援事業費 18,258 

<在宅高齢者への食事サービス 44,103>

3 民生費 44,103 敬老のつどい事業費の増 7,580 

食事サービス利用助成事業費 36,523 

94,742 

款（歳出）

小 計

款（歳出）

小 計
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（６）市民の感染症予防に向けて

(歳入歳出予算補正)

歳入補正額 　　　　　事　　　　業　　　　名

<関連歳入 10,519>

16 都支出金 10,519 東京都知事選挙費委託金の増 10,519 

<関連歳入 27,300>

16 都支出金 27,300 出産・子育て応援事業補助金の増 27,300 

37,819 

（７）市民サービスを継続するための環境整備に向けて

(歳入歳出予算補正)

歳入補正額 　　　　　事　　　　業　　　　名

0 

（８）新型コロナウイルス感染症の影響及び契約差金に伴う減額

(歳入歳出予算補正)

歳入補正額 　　　　　事　　　　業　　　　名

款（歳入）

小 計

款（歳入）

小 計

款（歳入）
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(単位:千円)

歳出補正額 　　　　事　　　　業　　　　名

<東京都知事選挙における感染症予防対策 10,519>

2 総務費 10,519 東京都知事選挙執行費の増 10,519 

<電話での「ゆりかご面接」の再開と子育て応援ギフト券の拡充

28,500>

4 衛生費 28,500 出産・子育て応援事業費の増 28,500 

<家庭系ごみ指定収集袋減免申請等の郵送対応 7,587>

4 衛生費 7,587 家庭系ごみ減量・資源化関係費の増 7,587 

46,606 

(単位:千円)

歳出補正額 　　　　事　　　　業　　　　名

<デジタル技術を活用した事業継続のための環境整備 6,627>

2 総務費 6,627 情報系システム関係費の増 6,627 

6,627 

(単位:千円)

歳出補正額 　　　　事　　　　業　　　　名

1 議会費 △11,134 議員・職員人件費その他（管外旅費） △3,680 

議員研修関係費 △450 

交際費 △200 

政務活動費 △6,804 

2 総務費 △431,225 職員人件費その他（管外旅費等） △1,098 

職員研修費 △300 

職員貸与被服費 △5,600 

交際費 △300 

憲法施行記念行事費（講師謝礼等） △1,056 

款（歳出）

小 計

款（歳出）

小 計

款（歳出）
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(歳入歳出予算補正)

歳入補正額 　　　　　事　　　　業　　　　名

21 諸収入 △10,800 多摩・島しょ広域連携活動助成金等収入 △10,800 

16 都支出金 △423 医療保健政策区市町村包括補助金 △423 

△18,744 一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金 △18,744 

16 都支出金 △4,747 地域人材確保総合支援事業補助金 △4,747 

21 諸収入 △400 ジュニア・シニアリーダー講習会参加料金収入 △400 

16 都支出金 △10,802 スポーツ振興等事業費補助金 △2,013 

東京2020大会開催関連事業費補助金 △8,789 

21 諸収入 △800 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会機運醸成

事業助成金 △800 

△46,716 

款（歳入）

小 計
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(単位:千円)

歳出補正額 　　　　事　　　　業　　　　名

企画調査関係費（地上機器ラッピング広告料） △1,512 

働き方改革応援事業費 △1,426 

三鷹ネットワーク大学運営費 △1,300 

三鷹の森科学文化祭関係費 △1,300 

市制施行70周年記念事業関係費 △33,860 

多摩・島しょ広域連携活動事業費 △12,000 

参加と協働推進事業費 △4,925 

三鷹中央防災公園・元気創造プラザ管理運営費 △5,000 

情報系システム関係費（システムサービス利用料等） △4,180 

住民情報システム共同利用推進事業費（契約差金） △357,368 

3 民生費 △38,335 在宅医療・介護連携推進事業費 △847 

定期利用保育事業費 △37,488 

4 衛生費 △1,206 環境学習事業費 △1,206 

5 労働費 △4,747 女性のための就労支援事業費 △4,747 

7 商工費 △9,170 商工会助成事業費 △6,779 

商店街助成事業費

（市制施行70周年記念イルミネーション事業補助金） △1,891 

三鷹の森アニメフェスタ等関係費 △500 

8 土木費 △9,277 都市計画事業運営費（用途地域等見直し業務委託料） △5,152 

花と緑のまち三鷹創造協会関係費 △2,125 

都市公園整備事業費（かいぼり支援業務委託料） △2,000 

10 教育費 △99,527 職員貸与被服費 △1,261 

コミュニティ・スクール関係費 △1,231 

オリンピック・パラリンピック文化事業費 △1,162 

ジュニアリーダー育成交流事業費 △3,838 

姉妹市町元気創造交流事業費 △1,383 

東京2020オリンピック・パラリンピック等推進事業費

△90,652 

△604,621 

款（歳出）

小 計
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（９）新型コロナウイルス感染症の地方負担に係る国及び東京都の交付金

(歳入歳出予算補正)

歳入補正額 　　　　　事　　　　業　　　　名

15 国庫支出金 205,300 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 205,300 

16 都支出金 34,419 市町村新型コロナウイルス感染症緊急対策特別交付金 34,419 

239,719 

（10）財源調整その他

(歳入歳出予算補正)

歳入補正額 　　　　　事　　　　業　　　　名

0 

429,091 

款（歳入）

小 計

歳 入 合 計

款（歳入）

小 計

（債務負担行為補正） （単位：千円）

令和３年度
　～７年度

1,055,153

限　度　額

学習用端末等使用料

事　　項 期　　間期　　間
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(単位:千円)

歳出補正額 　　　　事　　　　業　　　　名

0 

(単位:千円)

歳出補正額 　　　　事　　　　業　　　　名

2 総務費 224,942 財政調整基金積立金の増 224,942 

12 予備費 100,000 新型コロナウイルス感染症対策分等 100,000 

324,942 

429,091 

款（歳出）

小 計

歳 出 合 計

款（歳出）

小 計
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２　国民健康保険事業特別会計（第１号）

(歳入歳出予算補正) 補正前予算額 18,020,914 補正額 8,000 

歳入補正額 　　　　　事　　　　業　　　　名

1 国民健康 △85,000 一般被保険者国民健康保険税の減 △85,000 

保険税

3 国庫支出金 51,000 国民健康保険災害臨時特例補助金の増 51,000 

4 都支出金 42,000 保険給付費等交付金（特別交付金）の増 42,000 

8,000 

３　介護保険事業特別会計（第１号）

(歳入予算補正) 補正前予算額 13,793,024

歳入補正額 　　　　　事　　　　業　　　　名

1 保険料 △31,000 第１号被保険者保険料の減 △31,000 

2 国庫支出金 31,000 調整交付金の増 31,000 

0 歳 入 合 計

款（歳入）

歳 入 合 計

款（歳入）
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補正後予算額 18,028,914 (単位:千円)

歳出補正額 　　　　事　　　　業　　　　名

2 保険給付費 8,000 傷病手当金 8,000 

8,000 

款（歳出）

歳 出 合 計
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Ⅱ　既定予算で対応した事業の一覧
（令和２年５月26日現在）

１ 予備費を充当した事業

　　(1) 東京都知事選挙における感染症予防対策 5,438千円

(2) フードバンク事業への補助金 1,430千円

(3) 生活・就労支援窓口での食料調達など 1,169千円

(4) 学童保育所の入退室管理システム導入 2,521千円

（１）市民生活のセーフティーネット確保に向けて(5) 市内事業者用等のマスクの購入 3,520千円

(6) アルコール消毒液の購入 1,595千円

(7) 窓口用飛散防止パーテーションの設置 3,362千円

(8) 妊婦への布製マスクの配付 300千円

(9) 母子健康手帳の郵送化 144千円

(10) ３～４か月児健診の市内医療機関での個別受診化 2,448千円

(11) 狂犬病予防集合注射の中止に係る通知　 391千円

(12) 飲食店事業者等の経営支援に係る三鷹弁当マップの作成と配布 2,244千円

(13) 不況対策緊急資金融資あっせん制度の要件緩和 32,434千円

(14) 小・中学校の休校期間中の学習課題の送付 2,100千円

２　流用により対応した事業

　　(1) 手話通訳者用マスクの購入 46千円

(2) 乳児家庭全戸訪問に係る郵送化 255千円

(3) 「ゆりかご面接」の状況確認と周知 164千円

(4) 新たな宅配事業の準備 2,908千円

（１）市民生活のセーフティーネット確保に向けて(5) オンライン学習の環境整備 15,941千円

59,096千円

19,314千円
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